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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　吸気弁の作用角を可変とする作用角可変機構と、
　前記吸気弁の作用角に関する作用角指令値に基づき、前記作用角可変機構を制御する作
用角制御手段と、
　内燃機関の吸入空気量を取得する空気量取得手段と、
　少なくとも２点の前記作用角指令値のそれぞれに基づく前記吸気弁の作用角の制御時の
吸入空気量の取得値に基づいて、前記作用角指令値の変化に伴って吸入空気量が最大値を
示す最大作用角指令値を推定する推定手段と、
　前記推定手段により推定された前記最大作用角指令値を基準値と比較することにより、
前記吸気弁のバルブタイミングのずれを補正する補正手段と、
　を備えることを特徴とする内燃機関の制御装置。
【請求項２】
　前記内燃機関は、
　前記吸気弁を駆動する吸気カムの回転位相をクランクシャフトの回転位相に対して可変
とする位相可変機構と、
　前記吸気カムの回転位相に関する位相指令値に基づき、前記位相可変機構を制御する位
相制御手段と、を更に備え、
　前記位相制御手段は、前記推定手段による前記最大作用角指令値の推定開始時に、前記
吸気カムの回転位相が固定値となるように前記位相可変機構を制御する位相固定制御手段
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を含むことを特徴とする請求項１記載の内燃機関の制御装置。
【請求項３】
　前記固定値は、前記推定手段による前記最大作用角指令値の推定を開始する際の運転条
件における値よりも吸入空気量が大きくなるように、前記吸気カムの回転位相が調整され
た値であることを特徴とする請求項２記載の内燃機関の制御装置。
【請求項４】
　前記少なくとも２点の前記作用角指令値は、吸入空気量が最大値を示すと判断される作
用角指令値を挟んだ２点の作用角指令値を含むことを特徴とする請求項１乃至３の何れか
１項記載の内燃機関の制御装置。
【請求項５】
　前記推定手段は、吸入空気量が最大値を示すと判断される前記作用角指令値を挟んだ前
記２点の作用角指令値から等距離にある中間値を、前記最大作用角指令値として算出する
最大指令値算出手段を含むことを特徴とする請求項４記載の内燃機関の制御装置。
【請求項６】
　前記推定手段は、前記最大作用角指令値の推定開始時に、先ず前記内燃機関の実圧縮比
が高くなる方向に前記作用角指令値を変化させる指令値変更手段を含むことを特徴とする
請求項１乃至５の何れか１項記載の内燃機関の制御装置。
【請求項７】
　前記推定手段は、前記最大作用角指令値の推定時に、吸入空気量が所定の下限値以下に
ならないように前記作用角指令値の変化を規制する指令値変化規制手段を含むことを特徴
とする請求項１乃至６の何れか１項記載の内燃機関の制御装置。
【請求項８】
　前記内燃機関の制御装置は、
　前記推定手段による前記最大作用角指令値の推定後に、少なくとも２点の位相指令値の
それぞれに基づく前記吸気カムの回転位相の制御時の吸入空気量の取得値に基づいて、前
記位相指令値の変化に伴って吸入空気量が最大値を示す最大位相指令値を推定する第２推
定手段と、
　前記第２推定手段により推定された前記最大位相指令値を第２基準値と比較することに
より、前記吸気弁のバルブタイミングのずれを補正する第２補正手段と、を更に備え、
　前記作用角制御手段は、前記第２推定手段による前記最大位相指令値の推定開始時に、
前記吸気弁の作用角が固定値となるように前記作用角可変機構を制御する作用角固定制御
手段を含むことを特徴とする請求項２乃至７の何れか１項記載の内燃機関の制御装置。
【請求項９】
　前記推定手段による前記最大作用角指令値の推定時の前記作用角指令値の変化に伴って
前記内燃機関のトルクが変化しないように、燃料噴射量を調整する噴射量調整手段を更に
備えることを特徴とする請求項１乃至８の何れか１項記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１０】
　前記第２推定手段による前記位相指令値の推定時の前記位相指令値の変化に伴って前記
内燃機関のトルクが変化しないように、燃料噴射量を調整する第２噴射量調整手段を更に
備えることを特徴とする請求項８記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１１】
　前記推定手段は、前記内燃機関の定常運転時に、前記最大作用角指令値の推定を実行す
ることを特徴とする請求項１乃至１０の何れか１項記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１２】
　前記第２推定手段は、前記内燃機関の定常運転時に、前記位相指令値の推定を実行する
ことを特徴とする請求項８記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１３】
　吸気弁を駆動する吸気カムの回転位相をクランクシャフトの回転位相に対して可変とす
る位相可変機構と、
　前記吸気カムの回転位相に関する位相指令値に基づき、前記位相可変機構を制御する位
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相制御手段と、
　内燃機関の吸入空気量を取得する空気量取得手段と、
　少なくとも２点の前記位相指令値のそれぞれに基づく前記吸気カムの回転位相の制御時
の吸入空気量の取得値に基づいて、前記位相指令値の変化に伴って吸入空気量が最大値を
示す最大位相指令値を推定する推定手段と、
　前記推定手段により推定された前記最大位相指令値を基準値と比較することにより、前
記吸気弁のバルブタイミングのずれを補正する補正手段と、
　を備えることを特徴とする内燃機関の制御装置。
【請求項１４】
　前記内燃機関は、
　前記吸気弁の作用角を可変とする作用角可変機構と、
　前記吸気弁の作用角に関する作用角指令値に基づき、前記作用角可変機構を制御する作
用角制御手段と、を更に備え、
　前記作用角制御手段は、前記推定手段による前記最大位相指令値の推定開始時に、前記
吸気弁の作用角が固定値となるように前記作用角可変機構を制御する作用角固定制御手段
を含むことを特徴とする請求項１３記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１５】
　前記固定値は、前記推定手段による前記最大位相指令値の推定を開始する際の運転条件
における値よりも吸入空気量が大きくなるように、前記吸気弁の作用角が調整された値で
あることを特徴とする請求項１４記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１６】
　前記少なくとも２点の前記位相指令値は、吸入空気量が最大値を示すと判断される位相
指令値を挟んだ２点の位相指令値を含むことを特徴とする請求項１３乃至１５の何れか１
項記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１７】
　前記推定手段は、吸入空気量が最大値を示すと判断される位相指令値を挟んだ前記２点
の位相指令値から等距離にある中間値を、前記最大位相指令値として算出する最大指令値
算出手段を含むことを特徴とする請求項１６記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１８】
　前記推定手段は、前記最大位相指令値の推定開始時に、先ず吸入空気量が高くなる方向
に前記位相指令値を変化させる指令値変更手段を含むことを特徴とする請求項１３乃至１
７の何れか１項記載の内燃機関の制御装置。
【請求項１９】
　前記推定手段は、前記最大位相指令値の推定時に、吸入空気量が所定の下限値以下にな
らないように前記位相指令値の変化を規制する指令値変化規制手段を含むことを特徴とす
る請求項１３乃至１８の何れか１項記載の内燃機関の制御装置。
【請求項２０】
　前記内燃機関の制御装置は、
　前記推定手段による前記最大位相指令値の推定後に、少なくとも２点の作用角指令値の
それぞれに基づく前記吸気弁の作用角の制御時の吸入空気量の取得値に基づいて、前記作
用角指令値の変化に伴って吸入空気量が最大値を示す最大作用角指令値を推定する第２推
定手段と、
　前記第２推定手段により推定された前記最大作用角指令値を第２基準値と比較すること
により、前記吸気弁のバルブタイミングのずれを補正する第２補正手段と、を更に備え
　前記位相制御手段は、前記第２推定手段による前記最大作用角指令値の推定開始時に、
前記吸気カムの回転位相が固定値となるように前記位相可変機構を制御する位相固定制御
手段を含むことを特徴とする請求項１４乃至１９の何れか１項記載の内燃機関の制御装置
。
【請求項２１】
　前記推定手段による前記最大位相指令値の推定時の前記位相指令値の変化に伴って前記
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内燃機関のトルクが変化しないように、燃料噴射量を調整する噴射量調整手段を更に備え
ることを特徴とする請求項１３乃至２０の何れか１項記載の内燃機関の制御装置。
【請求項２２】
　前記第２推定手段による最大作用角指令値の推定時の前記作用角指令値の変化に伴って
前記内燃機関のトルクが変化しないように、燃料噴射量を調整する第２噴射量調整手段を
更に備えることを特徴とする請求項２０記載の内燃機関の制御装置。
【請求項２３】
　前記推定手段は、前記内燃機関の定常運転時に、前記最大位相指令値の推定を実行する
ことを特徴とする請求項１３乃至２２の何れか１項記載の内燃機関の制御装置。
【請求項２４】
　前記第２推定手段は、前記内燃機関の定常運転時に、前記最大作用角指令値の推定を実
行することを特徴とする請求項２０記載の内燃機関の制御装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、内燃機関の制御装置に係り、特に、作用角可変機構および位相可変機構の
うちの少なくとも一方を有する可変動弁機構を備える内燃機関の制御装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、例えば特許文献１には、吸気弁のリフト特性を可変とする可変リフト機構と、吸
気弁の作動角の中心位相を進角または遅角して吸気弁の開閉タイミングを可変とする可変
バルブタイミング機構とを備えるガソリンエンジンが開示されている。この従来のガソリ
ンエンジンでは、吸気弁のリフト特性の調整による吸入空気量制御の誤差（吸入空気量設
計値と、エアフローメータによる吸入空気量検出値との誤差）を学習するようにしている
。
　尚、出願人は、本発明に関連するものとして、上記の文献を含めて、以下に記載する文
献を認識している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】日本特開２００９－０８５１３６号公報
【特許文献２】日本特開２００９－２０３８２９号公報
【特許文献３】日本特開２００６－１３２３２７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　上記特許文献１に記載の従来の学習手法は、吸入空気量の調整によりトルクが制御され
るガソリンエンジンでの使用を前提としている。このため、この従来技術では、吸気弁の
バルブタイミングの補正というよりも、リフト特性の調整に応じて変化する吸入空気量が
狙い値となるように合わせることを重視した補正を行うようにしている。
【０００５】
　ところで、ディーゼルエンジンなどの圧縮着火式内燃機関において、吸気弁の作用角を
可変とする作用角可変機構、および、吸気カムの回転位相をクランクシャフトの回転位相
に対して可変とする位相可変機構のうちの少なくとも一方が用いられる場合がある。その
場合、これらの可変動弁機構により制御されるバルブタイミング（特に閉じ時期）が基準
値（設計値）からずれると、実圧縮比のずれが生じ得る。その結果、内燃機関のドライバ
ビリティや排気エミッションに悪影響が生じるおそれがある。
【０００６】
　この発明は、上述のような課題を解決するためになされたもので、作用角可変機構或い
は位相可変機構による吸気弁のバルブタイミングのずれを精度良く補正することのできる
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内燃機関の制御装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　第１の発明は、内燃機関の制御装置であって、
　吸気弁の作用角を可変とする作用角可変機構と、
　前記吸気弁の作用角に関する作用角指令値に基づき、前記作用角可変機構を制御する作
用角制御手段と、
　内燃機関の吸入空気量を取得する空気量取得手段と、
　少なくとも２点の前記作用角指令値のそれぞれに基づく前記吸気弁の作用角の制御時の
吸入空気量の取得値に基づいて、前記作用角指令値の変化に伴って吸入空気量が最大値を
示す最大作用角指令値を推定する推定手段と、
　前記推定手段により推定された前記最大作用角指令値を基準値と比較することにより、
前記吸気弁のバルブタイミングのずれを補正する補正手段と、
　を備えることを特徴とする。
【０００８】
　また、第２の発明は、第１の発明において、
　前記内燃機関は、
　前記吸気弁を駆動する吸気カムの回転位相をクランクシャフトの回転位相に対して可変
とする位相可変機構と、
　前記吸気カムの回転位相に関する位相指令値に基づき、前記位相可変機構を制御する位
相制御手段と、を更に備え、
　前記位相制御手段は、前記推定手段による前記最大作用角指令値の推定開始時に、前記
吸気カムの回転位相が固定値となるように前記位相可変機構を制御する位相固定制御手段
を含むことを特徴とする。
【０００９】
　また、第３の発明は、第２の発明において、
　前記固定値は、前記推定手段による前記最大作用角指令値の推定を開始する際の運転条
件における値よりも吸入空気量が大きくなるように、前記吸気カムの回転位相が調整され
た値であることを特徴とする。
【００１０】
　また、第４の発明は、第１乃至第３の発明の何れかにおいて、
　前記少なくとも２点の前記作用角指令値は、吸入空気量が最大値を示すと判断される作
用角指令値を挟んだ２点の作用角指令値を含むことを特徴とする。
【００１１】
　また、第５の発明は、第４の発明において、
　前記推定手段は、吸入空気量が最大値を示すと判断される前記作用角指令値を挟んだ前
記２点の作用角指令値から等距離にある中間値を、前記最大作用角指令値として算出する
最大指令値算出手段を含むことを特徴とする。
【００１２】
　また、第６の発明は、第１乃至第５の発明の何れかにおいて、
　前記推定手段は、前記最大作用角指令値の推定開始時に、先ず前記内燃機関の実圧縮比
が高くなる方向に前記作用角指令値を変化させる指令値変更手段を含むことを特徴とする
。
【００１３】
　また、第７の発明は、第１乃至第６の発明の何れかにおいて、
　前記推定手段は、前記最大作用角指令値の推定時に、吸入空気量が所定の下限値以下に
ならないように前記作用角指令値の変化を規制する指令値変化規制手段を含むことを特徴
とする。
【００１４】
　また、第８の発明は、第２乃至第７の発明の何れかにおいて、
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　前記内燃機関の制御装置は、
　前記推定手段による前記最大作用角指令値の推定後に、少なくとも２点の位相指令値の
それぞれに基づく前記吸気カムの回転位相の制御時の吸入空気量の取得値に基づいて、前
記位相指令値の変化に伴って吸入空気量が最大値を示す最大位相指令値を推定する第２推
定手段と、
　前記第２推定手段により推定された前記最大位相指令値を第２基準値と比較することに
より、前記吸気弁のバルブタイミングのずれを補正する第２補正手段と、を更に備え、
　前記作用角制御手段は、前記第２推定手段による前記最大位相指令値の推定開始時に、
前記吸気弁の作用角が固定値となるように前記作用角可変機構を制御する作用角固定制御
手段を含むことを特徴とする。
【００１５】
　また、第９の発明は、第１乃至第８の発明の何れかにおいて、
　前記推定手段による前記最大作用角指令値の推定時の前記作用角指令値の変化に伴って
前記内燃機関のトルクが変化しないように、燃料噴射量を調整する噴射量調整手段を更に
備えることを特徴とする。
【００１６】
　また、第１０の発明は、第８の発明において、
　前記第２推定手段による前記位相指令値の推定時の前記位相指令値の変化に伴って前記
内燃機関のトルクが変化しないように、燃料噴射量を調整する第２噴射量調整手段を更に
備えることを特徴とする。
【００１７】
　また、第１１の発明は、第１乃至第１０の発明の何れかにおいて、
　前記推定手段は、前記内燃機関の定常運転時に、前記最大作用角指令値の推定を実行す
ることを特徴とする。
【００１８】
　また、第１２の発明は、第８の発明において、
　前記第２推定手段は、前記内燃機関の定常運転時に、前記位相指令値の推定を実行する
ことを特徴とする。
【００１９】
　第１３の発明は、内燃機関の制御装置であって、
　吸気弁を駆動する吸気カムの回転位相をクランクシャフトの回転位相に対して可変とす
る位相可変機構と、
　前記吸気カムの回転位相に関する位相指令値に基づき、前記位相可変機構を制御する位
相制御手段と、
　内燃機関の吸入空気量を取得する空気量取得手段と、
　少なくとも２点の前記位相指令値のそれぞれに基づく前記吸気カムの回転位相の制御時
の吸入空気量の取得値に基づいて、前記位相指令値の変化に伴って吸入空気量が最大値を
示す最大位相指令値を推定する推定手段と、
　前記推定手段により推定された前記最大位相指令値を基準値と比較することにより、前
記吸気弁のバルブタイミングのずれを補正する補正手段と、
　を備えることを特徴とする。
【００２０】
　また、第１４の発明は、第１３の発明において、
　前記内燃機関は、
　前記吸気弁の作用角を可変とする作用角可変機構と、
　前記吸気弁の作用角に関する作用角指令値に基づき、前記作用角可変機構を制御する作
用角制御手段と、を更に備え、
　前記作用角制御手段は、前記推定手段による前記最大位相指令値の推定開始時に、前記
吸気弁の作用角が固定値となるように前記作用角可変機構を制御する作用角固定制御手段
を含むことを特徴とする。
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【００２１】
　また、第１５の発明は、第１４の発明において、
　前記固定値は、前記推定手段による前記最大位相指令値の推定を開始する際の運転条件
における値よりも吸入空気量が大きくなるように、前記吸気弁の作用角が調整された値で
あることを特徴とする。
【００２２】
　また、第１６の発明は、第１３乃至第１５の発明の何れかにおいて、
　前記少なくとも２点の前記位相指令値は、吸入空気量が最大値を示すと判断される位相
指令値を挟んだ２点の位相指令値を含むことを特徴とする。
【００２３】
　また、第１７の発明は、第１６の発明において、
　前記推定手段は、吸入空気量が最大値を示すと判断される位相指令値を挟んだ前記２点
の位相指令値から等距離にある中間値を、前記最大位相指令値として算出する最大指令値
算出手段を含むことを特徴とする。
【００２４】
　また、第１８の発明は、第１３乃至第１７の発明の何れかにおいて、
　前記推定手段は、前記最大位相指令値の推定開始時に、先ず吸入空気量が高くなる方向
に前記位相指令値を変化させる指令値変更手段を含むことを特徴とする。
【００２５】
　また、第１９の発明は、第１３乃至第１８の発明の何れかにおいて、
　前記推定手段は、前記最大位相指令値の推定時に、吸入空気量が所定の下限値以下にな
らないように前記位相指令値の変化を規制する指令値変化規制手段を含むことを特徴とす
る。
【００２６】
　また、第２０の発明は、第１４乃至第１９の発明の何れかにおいて、
　前記内燃機関の制御装置は、
　前記推定手段による前記最大位相指令値の推定後に、少なくとも２点の作用角指令値の
それぞれに基づく前記吸気弁の作用角の制御時の吸入空気量の取得値に基づいて、前記作
用角指令値の変化に伴って吸入空気量が最大値を示す最大作用角指令値を推定する第２推
定手段と、
　前記第２推定手段により推定された前記最大作用角指令値を第２基準値と比較すること
により、前記吸気弁のバルブタイミングのずれを補正する第２補正手段と、を更に備え
　前記位相制御手段は、前記第２推定手段による前記最大作用角指令値の推定開始時に、
前記吸気カムの回転位相が固定値となるように前記位相可変機構を制御する位相固定制御
手段を含むことを特徴とする。
【００２７】
　また、第２１の発明は、第１３乃至第２０の発明の何れかにおいて、
　前記推定手段による前記最大位相指令値の推定時の前記位相指令値の変化に伴って前記
内燃機関のトルクが変化しないように、燃料噴射量を調整する噴射量調整手段を更に備え
ることを特徴とする。
【００２８】
　また、第２２の発明は、第２０の発明において、
　前記第２推定手段による最大作用角指令値の推定時の前記作用角指令値の変化に伴って
前記内燃機関のトルクが変化しないように、燃料噴射量を調整する第２噴射量調整手段を
更に備えることを特徴とする。
【００２９】
　また、第２３の発明は、第１３乃至第２２の発明の何れかにおいて、
　前記推定手段は、前記内燃機関の定常運転時に、前記最大位相指令値の推定を実行する
ことを特徴とする。
【００３０】
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　また、第２４の発明は、第２０の発明において、
　前記第２推定手段は、前記内燃機関の定常運転時に、前記最大作用角指令値の推定を実
行することを特徴とする。
【発明の効果】
【００３１】
　第１の発明によれば、少なくとも２点の作用角指令値のそれぞれに基づく吸気弁の作用
角の制御時の吸入空気量の取得値に基づいて、作用角指令値の変化に伴って吸入空気量が
最大値を示す最大作用角指令値が推定される。そして、推定された最大作用角指令値を基
準値と比較することにより、吸気弁のバルブタイミングのずれ量を精度良く把握できるよ
うになる。このため、本発明によれば、推定された最大作用角指令値を基準値と比較結果
を用いて吸気弁のバルブタイミングのずれを補正することができる。
【００３２】
　第２の発明によれば、作用角可変機構とともに位相可変機構を備える場合において、位
相可変機構の調整の影響を受けることなく、作用角可変機構によるバルブタイミングのず
れを精度良く補正することができる。
【００３３】
　第３の発明によれば、作用角指令値の変化に対する吸入空気量の感度を高めることがで
き、バルブタイミングずれの検出精度を高めることができる。
【００３４】
　第４の発明によれば、空気量取得手段による吸入空気量の取得値にばらつきがある場合
であっても、最大作用角指令値を精度良く推定することが可能となる。
【００３５】
　第５の発明によれば、吸入空気量の最大値付近での作用角の変化量に対する吸入空気量
の変化が小さいために当該最大値の検出が困難な場合であっても、最大作用角指令値を精
度良く取得することが可能となる。
【００３６】
　第６の発明によれば、最大作用角指令値の推定実行時に不用意な作用角指令値の調整に
より、圧縮端温度が低下し、白煙や失火が生ずるのを防止することができる。
【００３７】
　第７の発明によれば、スモークや失火の発生、およびドライバビリティの悪化を防止す
ることができる。
【００３８】
　第８の発明によれば、作用角可変機構によるバルブタイミングずれの補正処理だけでな
く、位相可変機構によるバルブタイミングずれの補正処理を実行することで、吸気可変動
弁装置の全体としてのバルブタイミングずれの補正の精度を高めることができる。
【００３９】
　第９の発明によれば、最大作用角指令値の推定処理の実行に伴って内燃機関のドライバ
ビリティが悪化するのを防止することができる。
【００４０】
　第１０の発明によれば、最大位相指令値の推定処理の実行に伴って内燃機関のドライバ
ビリティが悪化するのを防止することができる。
【００４１】
　第１１の発明によれば、内燃機関の運転状態が安定した条件下で最大作用角指令値の推
定処理を実行することで、バルブタイミングのずれを精度良く検出できるようになる。
【００４２】
　第１２の発明によれば、内燃機関の運転状態が安定した条件下で最大位相指令値の推定
処理を実行することで、バルブタイミングのずれを精度良く検出できるようになる。
【００４３】
　第１３の発明によれば、少なくとも２点の位相指令値のそれぞれに基づく吸気カムの回
転位相の制御時の吸入空気量の取得値に基づいて、位相指令値の変化に伴って吸入空気量



(9) JP 5196069 B2 2013.5.15

10

20

30

40

50

が最大値を示す最大位相指令値が推定される。そして、推定された最大位相指令値を基準
値と比較することにより、吸気弁のバルブタイミングのずれ量を精度良く把握できるよう
になる。このため、本発明によれば、推定された最大位相指令値を基準値と比較結果を用
いて吸気弁のバルブタイミングのずれを補正することができる。
【００４４】
　第１４の発明によれば、位相可変機構とともに作用角可変機構を備える場合において、
作用角可変機構の調整の影響を受けることなく、位相可変機構によるバルブタイミングの
ずれを精度良く補正することができる。
【００４５】
　第１５の発明によれば、位相指令値の変化に対する吸入空気量の感度を高めることがで
き、バルブタイミングずれの検出精度を高めることができる。
【００４６】
　第１６の発明によれば、空気量取得手段による吸入空気量の取得値にばらつきがある場
合であっても、最大位相指令値を精度良く推定することが可能となる。
【００４７】
　第１７の発明によれば、吸入空気量の最大値付近での位相の変化量に対する吸入空気量
の変化が小さいために当該最大値の検出が困難な場合であっても、最大位相指令値を精度
良く取得することが可能となる。
【００４８】
　第１８の発明によれば、最大位相指令値の推定実行時に不用意な位相指令値の調整によ
り、圧縮端温度が低下し、白煙や失火が生ずるのを防止することができる。
【００４９】
　第１９の発明によれば、スモークや失火の発生、およびドライバビリティの悪化を防止
することができる。
【００５０】
　第２０の発明によれば、位相可変機構によるバルブタイミングずれの補正処理だけでな
く、作用角可変機構によるバルブタイミングずれの補正処理を実行することで、吸気可変
動弁装置の全体としてのバルブタイミングずれの補正の精度を高めることができる。
【００５１】
　第２１の発明によれば、最大位相指令値の推定処理の実行に伴って内燃機関のドライバ
ビリティが悪化するのを防止することができる。
【００５２】
　第２２の発明によれば、最大作用角指令値の推定処理の実行に伴って内燃機関のドライ
バビリティが悪化するのを防止することができる。
【００５３】
　第２３の発明によれば、内燃機関の運転状態が安定した条件下で最大位相指令値の推定
処理を実行することで、バルブタイミングのずれを精度良く検出できるようになる。
【００５４】
　第２４の発明によれば、内燃機関の運転状態が安定した条件下で最大作用角指令値の推
定処理を実行することで、バルブタイミングのずれを精度良く検出できるようになる。
【図面の簡単な説明】
【００５５】
【図１】本発明の実施の形態１のシステム構成を説明するための図である。
【図２】図１に示す吸気可変動弁装置により実現される吸気弁のバルブリフト特性を表し
た図である。
【図３】作用角調整時の吸入空気量特性を用いた、本発明の実施の形態１における吸気弁
のバルブタイミングずれの検出原理を説明するための図である。
【図４】本発明の実施の形態１におけるバルブタイミングのずれ量の検出（学習）手法を
説明するためのタイミングチャートである。
【図５】吸気弁の作用角の変化に対する吸入空気量の感度についての吸気カムの回転位相
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の影響を説明するための図である。
【図６】最大作用角指令値を取得するために行う具体的な作用角指令値の調整手法を説明
するための図である。
【図７】最大作用角指令値を取得するために行う具体的な作用角指令値の調整手法を説明
するための図である。
【図８】本発明の実施の形態１において実行されるルーチンのフローチャートである。
【図９】本発明の実施の形態２におけるバルブタイミングのずれ量の検出（学習）手法を
説明するためのタイミングチャートである。
【図１０】吸気カムの回転位相の変化に対する吸入空気量の感度についての吸気弁の作用
角の影響を説明するための図である。
【図１１】本発明の実施の形態２において実行されるルーチンのフローチャートである。
【発明を実施するための形態】
【００５６】
実施の形態１．
［システム構成の説明］
　図１は、本発明の実施の形態１のシステム構成を説明するための図である。図１に示す
システムは、圧縮着火式の内燃機関１０を備えている。ここでは、圧縮着火式内燃機関の
一例として、内燃機関１０は、直列４気筒型のディーゼルエンジンであるものとする。
【００５７】
　内燃機関１０の筒内には、ピストン１２が設けられている。内燃機関１０の筒内には、
ピストン１２の頂部側に燃焼室１４が形成されている。燃焼室１４には、吸気通路１６お
よび排気通路１８が連通している。
【００５８】
　吸気通路１６の入口近傍には、吸気通路１６に吸入される空気の流量に応じた信号を出
力するエアフローメータ２０が設けられている。内燃機関１０の各気筒には、燃料を筒内
に直接噴射する燃料噴射弁２２が設置されている。吸気ポートおよび排気ポートには、そ
れぞれ、燃焼室１４と吸気通路１６、或いは燃焼室１４と排気通路１８を導通状態または
遮断状態とするための吸気弁２４および排気弁２６が設けられている。
【００５９】
　また、図１に示すシステムは、各気筒の吸気弁２４を駆動するための動弁装置として、
吸気可変動弁装置２８を備えている。吸気可変動弁装置２８は、吸気弁２４の作用角を連
続的に可変とする作用角可変機構２８ａと、クランクシャフト３０の回転位相に対する吸
気カム３２の回転位相を連続的に可変とする位相可変機構（可変バルブタイミング機構）
２８ｂとを具備する機構である。尚、作用角可変機構２８ａと同様の構成を有する可変動
弁装置については、例えば、国際出願の国際公開番号ＷＯ２００６/１３２０５９号公報
において詳述されているので、ここではその詳細な説明を省略するものとする。
【００６０】
　また、クランクシャフト３０の近傍には、クランク角度およびエンジン回転数を検知す
るためのクランク角センサ３４が配置されている。また、吸気カムシャフト３６の近傍に
は、吸気カムシャフト３６の回転位置（進角量）を検知するための吸気カム角センサ３８
が配置されている。
【００６１】
　本実施形態のシステムは、ＥＣＵ（Electronic Control Unit）４０を備えている。Ｅ
ＣＵ４０には、上述したエアフローメータ２０等の各種のセンサが接続されているととも
に、上述した燃料噴射弁２２および吸気可変動弁装置２８等の各種のアクチュエータが接
続されている。ＥＣＵ４０は、それらのセンサ信号や情報に基づき、所定のプログラムに
従って各アクチュエータを駆動させることにより、内燃機関１０の運転状態を制御する。
【００６２】
　図２は、図１に示す吸気可変動弁装置２８により実現される吸気弁２４のバルブリフト
特性を表した図である。
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　上述した作用角可変機構２８ａは、ＥＣＵ４０からの駆動信号（作用角指令値）に基づ
いて、図示省略するアクチュエータ（電動モータ等）を用いて制御軸２８ａ１を回転駆動
するようになっている。これにより、作用角可変機構２８ａは、図２に示すように、吸気
弁２４の開き時期をほぼ一定値に固定したままでその作用角およびリフト量を連続的に変
更させられるようになっている。つまり、このような作用角可変機構２８ａによれば、吸
気弁２４の閉じ時期を連続的に変更することができる。
【００６３】
　また、上述した位相可変機構２８ｂは、ＥＣＵ４０からの駆動信号（位相指令値）に基
づいて、図示省略する油圧式もしくは電動式のアクチュエータを用いて、クランクシャフ
ト３０の回転位相に対する吸気カム３２（吸気カムシャフト３６）の回転位相を相対的に
変化させるようになっている。これにより、位相可変機構２８ｂは、図２に示すように、
吸気弁２４の作用角を一定としたままでその開閉時期を連続的に変更させられるようにな
っている。
【００６４】
［実施の形態１のバルブタイミングずれの補正手法］
　上述した作用角可変機構２８ａや位相可変機構２８ｂは、製造時の公差或いは摩耗によ
る経年変化等に起因する吸気弁２４のリフト特性のばらつきを有している。吸気弁２４の
閉じ時期が変わると、内燃機関１０の実圧縮比が変化し、圧縮端温度が変化する。従って
、ディーゼルエンジンである内燃機関１０において良好な燃焼が得られるようにするため
には、個々の作用角可変機構２８ａや位相可変機構２８ｂが有するばらつきに起因する吸
気弁２４のバルブタイミング（特に閉じ時期）のずれを精度良く補正できるようになって
いることが必要とされる。
【００６５】
　そこで、本実施形態では、内燃機関１０の定常運転時に、位相可変機構２８ｂを停止し
て吸気弁２４の回転位相を固定した状態で、吸気弁２４の作用角指令値を変化させて作用
角可変機構２８ａのみを駆動するようにした。そして、この作用角可変機構２８ａのみの
駆動時にエアフローメータ２０によって検出される吸入空気量の特性の学習結果に基づい
て、基準特性に対する吸気弁２４のバルブタイミング（閉じ時期）のずれ量を推定するよ
うにした。そのうえで、推定されたバルブタイミングのずれ量に基づいて、吸気弁２４の
バルブタイミングを狙いの（基準特性の）値に合致するように補正するようにした。
【００６６】
　図３は、作用角調整時の吸入空気量特性を用いた、本発明の実施の形態１における吸気
弁２４のバルブタイミングずれの検出原理を説明するための図である。尚、図３中に破線
で示す曲線は、バルブタイミングずれが無い場合の作用角可変機構２８ａによる作用角調
整時の空気量の基準特性を表したものであり、図３中に実線で示す曲線は、バルブタイミ
ングずれが有り、かつエアフローメータ２０の検出値にもずれがある場合の作用角可変機
構２８ａによる作用角調整時に、エアフローメータ２０により検出される空気量の検出特
性を表した図である。より具体的には、図３は、吸入空気量の基準特性に対して小作用角
方向に作用角可変機構２８ａのバルブタイミングずれが生じており、かつ、エアフローメ
ータ２０の検出値のばらつきに起因する吸入空気量のずれが生じているケースである。
【００６７】
　本実施形態では、図３に示すように、基準特性において吸入空気量が最大値を示す時の
作用角指令値と、検出特性において吸入空気量が最大値を示す時の作用角指令値との差と
して表される吸気弁２４のバルブタイミング（閉じ時期）のずれ量を正確に推定すること
を目的としている。しかしながら、図３に示すように、エアフローメータ２０の検出値に
は、ばらつきがある。従って、ある１点の作用角指令値において吸入空気量の検出値を取
得しただけでは、基準特性に対する検出特性のずれが、図３の横方向のずれ（すなわち、
バルブタイミングのずれ）によるものであるのか、図３の縦方向のずれ（すなわち、エア
フローメータ２０のばらつきに起因する空気量のずれ）によるものであるのかを判断する
ことができない。
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【００６８】
　そこで、本実施形態では、図３に示すように、少なくとも３点の作用角指令値において
吸入空気量の検出値（白丸）を取得することにより、作用角指令値の変化時の吸入空気量
のピーク値（最大値）が分かるような形で検出特性（実線）を把握するようにした。これ
により、図３の縦方向のずれ（エアフローメータ２０のばらつきに起因する空気量のずれ
）を無視して、図３の横方向に吸気弁２４のバルブタイミング（作用角）がどれだけずれ
ているのかを把握できるようになる。
【００６９】
　また、本実施形態では、吸入空気量が最大値を示す時の作用角指令値（最大作用角指令
値）の算出方法にも特徴を有している。すなわち、本実施形態では、作用角指令値を変化
させていった際に、エアフローメータ２０による吸入空気量の検出値が最大値を示したと
判断した時の作用角指令値（ここでは、「仮の最大作用角指令値」と称する）をそのまま
最大作用角指令値として用いるようにはしていない。そうではなく、上記仮の最大作用角
指令値に制御した時の吸入空気量に対して吸入空気量が所定量減少した前後の２点の作用
角指令値から等距離にある中間値を、バルブタイミングの補正の基礎となる最大作用角指
令値として算出するようにした。
【００７０】
　上記のような手法によれば、次のような理由で精度良くバルブタイミングのずれ量の推
定が可能となる。すなわち、吸入空気量の最大値付近では、実際には作用角（指令値）の
変化量に対する吸入空気量の変化量が小さくなっている。また、既述したように、エアフ
ローメータ２０の検出値にはばらつきがある。従って、作用角指令値を一方向に徐々に変
化させながら吸入空気量のピーク値（最大値）を正確に特定することは困難である。これ
に対し、本実施形態の手法では、作用角指令値を変化させていった際に吸入空気量のピー
ク値（最大値）であろうと判断した値に対し、吸入空気量が所定量減少した前後の２点の
作用角指令値から逆算して、それらの２点から等距離にある中間値を最大作用角指令値と
して算出するようにしている。このため、吸入空気量のピーク値（最大値）付近での作用
角の変化量に対する吸入空気量の変化が小さいために当該ピーク値の検出が困難な場合で
あっても、吸入空気量が当該ピーク値（最大値）を示す時の最大作用角指令値を精度良く
取得することが可能となる。また、吸入空気量が最大値を示すと判断される作用角指令値
を挟んだ２点の作用角指令値から最大作用角指令値を算出することにより、エアフローメ
ータ２０の検出値のばらつきの影響をうけずに、精度良く最大作用角指令値の算出を行え
るようになる。
【００７１】
　次に、図４乃至図７を参照して、本実施形態におけるバルブタイミングのずれ量を検出
する際の具体的な手順について説明する。
　図４は、本発明の実施の形態１におけるバルブタイミングのずれ量の検出（学習）手法
を説明するためのタイミングチャートである。より具体的には、図４（Ａ）はエンジン回
転数（トルクも同様）の波形を、図４（Ｂ）は位相可変機構２８ｂによる吸気カム３２の
回転位相の進角量（位相指令値）の波形を、図４（Ｃ）は作用角可変機構２８ａによる吸
気弁２４の作用角（指令値）の波形を、図４（Ｄ）はエアフローメータ（ＡＦＭ）２０に
よる吸入空気量の検出値の波形を、それぞれ示している。
【００７２】
　図４（Ａ）に示すように、この学習手法は、エンジン回転数（およびトルク）が安定し
ている定常運転時（例えば、アイドリング時）に実行される。また、本実施形態の学習の
実行時には、図４（Ｂ）に示すように、作用角可変機構２８ａへの作用角指令値を変化さ
せる前に、位相可変機構２８ｂを用いて、現在の運転条件において吸入空気量をより増加
させる位相（好適には最大となる位相）となるように、吸気カム３２の回転位相（以下、
単に「位相」と略することがある）を調整するようにしている。そして、本学習の実行中
には、吸気カム３２の位相が上記位相で保持されるように位相可変機構２８ｂを停止する
ようにした。
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【００７３】
　図５は、吸気弁２４の作用角の変化に対する吸入空気量の感度についての吸気カム３２
の回転位相の影響を説明するための図である。図５に示すように、吸気カム３２の位相が
変化すると、作用角の変化に対する吸入空気量の感度が変化する。具体的には、吸入空気
量が増加するように位相が調整されると、作用角の変化に対する吸入空気量の変化量が大
きくなる、すなわち、感度が高くなる。その結果、吸入空気量の絶対値が上昇することで
、バルブタイミングずれの検出精度を高めることができる。吸気カム３２の位相は、通常
、内燃機関１０の個々の運転条件において排気エミッションや燃費を考慮した適切な値に
設定されている。ここでは、そのような値に設定された状態から吸入空気量が増加する（
最大となる）位相が得られるように、吸気カム３２の位相の調整（図４に示すケースでは
、位相の進角）が実行される。
【００７４】
　また、本実施形態の学習を開始する時点では、吸気弁２４のバルブタイミング（作用角
）が図３における基準特性に対して図３の左右のどちらの方向にどれくらいずれているか
不明である。この場合に、何らの配慮なしに内燃機関１０の実圧縮比が低下する方向に不
用意に作用角を動かしてしまうと、圧縮端温度の低下を招いてしまう。その結果、内燃機
関１０に白煙や失火が発生するおそれがある。
【００７５】
　そこで、本実施形態の学習を開始する際には、図４（Ｃ）に示すように、先ず、実圧縮
比が高くなる方向に、吸気弁２４の作用角（指令値）を所定量だけ動かすようにした。そ
の後、必要に応じて、作用角指令値を逆方向（すなわち、実圧縮比が低下する方向）に動
かすようにした。本学習手法では、このような作用角指令値の調整によって、図４（Ｄ）
に示すように、作用角指令値の変化に伴う吸入空気量の変化を検出し、ピーク点（最大値
）とその前後において吸入空気量が所定量減少する２点を記憶するようにした。また、こ
のような作用角指令値の変更により内燃機関１０のトルクが変化しないように、燃料噴射
量の補正を行うようにした。
【００７６】
　上記の吸入空気量の検出値の取得が終了すると、既述したように、ピーク点に対し吸入
空気量が所定量減少した前後の２点の作用角指令値から逆算して、それらの２点から等距
離にある中間値が最大作用角指令値として算出される。そして、本学習により得られた検
出特性における最大作用角指令値と、図３に示す基準特性における最大作用角指令値との
差が無くなるように、すなわち、バルブタイミングずれが無くなるように、作用角指令値
の補正が実行される。これにより、吸気弁２４のバルブタイミング（閉じ時期ＩＶＣ）を
狙いの値に補正することができる。
【００７７】
　図６は、最大作用角指令値を取得するために行う具体的な作用角指令値の調整手法を説
明するための図である。
　ディーゼルエンジンである内燃機関１０では、吸気弁２４の閉じ時期は、基本的に吸気
下死点よりも遅角側の値に制御されるようになっている。従って、本実施形態の学習時に
は、図６（Ｂ）に示すように、作用角が小さくなるように制御することで、実圧縮比が高
くなる。図６に示すケースは、実圧縮比を高めるべく作用角を小さくした際に、吸入空気
量が増加する例を示している。
【００７８】
　具体的には、図６に示すケースでは、本学習を開始する際に、学習開始時点での吸入空
気量（空気量１）と作用角指令値（作用角１）とが取得されたうえで、作用角が小さくな
る方向に作用角指令値が調整される。その後、吸入空気量が最大値を示すと判断できる空
気量２が取得された場合には、空気量１と空気量２との差と同じ量だけ、空気量２に対し
て吸入空気量が減少した空気量３が得られるまで、作用角指令値が同一方向に制御されて
いく。そして、空気量３が得られた際の作用角指令値である作用角３が取得される。そし
て、作用角１と作用角３とから等距離にある作用角指令値が最大作用角指令値として算出
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される。
【００７９】
　図７は、最大作用角指令値を取得するために行う具体的な作用角指令値の調整手法を説
明するための図である。
　図７に示すケースは、本学習の開始時に、実圧縮比を高めるべく作用角を小さくした際
に、吸入空気量が減少する例を示している。このようなケースにおいて、際限なしに作用
角が小さくされることにより吸入空気量が低下していくと、筒内の空燃比が大きくリッチ
化し、スモークが発生してしまう。
【００８０】
　そこで、本実施形態では、吸入空気量が下限値以下の値とならないように、作用角指令
値を調整する範囲を制限するようにしている。その結果、図７に示すように、本学習の開
始後に吸入空気量が下限値である空気量１に達するまで作用角指令値が制御された場合に
は、作用角指令値がそれまでとは逆方向に調整される。この図７に示すケースでは、作用
角指令値の調整により吸入空気量が下がったことを検知した際に、吸入空気量が最大値を
示す最大作用角指令値は、現在の調整方向と逆側にあることを判断することができる。こ
の場合には、吸入空気量がその下限値１に達するまで作用角指令値を同一方向に動かした
後に、吸入空気量の最大値を挟んだ形で作用角指令値が逆方向に制御され、空気量１と等
量の空気量３における作用角３が取得される。そして、作用角１と作用角３とを用いて、
上記図６に示すケースと同様に、最大作用角指令値が算出される。
【００８１】
［実施の形態１における具体的処理］
　図８は、以上説明した作用角可変機構２８ａのバルブタイミングずれの補正手法を実現
するために、本実施の形態１においてＥＣＵ４０が実行するルーチンのフローチャートで
ある。
　図８に示すルーチンでは、先ず、吸気弁２４のバルブタイミングずれの補正を実行する
所定の実行条件が成立したか否かが判定される（ステップ１００）。具体的には、バルブ
タイミングずれの補正の実施時期は、工場出荷時を初回とし、その後は、作用角可変機構
２８ａの構成部品の摩耗速度などを考慮して決定された車両の所定走行距離毎となるよう
に設定されている。本ステップ１００では、このような実施時期が到来し、かつ、内燃機
関１０の現在の運転状態がアイドリング等の定常運転状態にあると判定された場合に、上
記実行条件が成立したと判定される。
【００８２】
　上記実行条件が成立した場合には、位相可変機構２８ｂによる吸気カム３２の目標位相
（位相指令値）に、学習用位相が設定される（ステップ１０２）。この学習用位相は、上
記実行条件が成立した時の運転条件において吸入空気量を最大とする値として、内燃機関
１０の運転条件毎に設定された値である。この場合、位相可変機構２８ｂは、上記学習用
位相を実現するために制御される。次いで、吸気弁２４の位相が上記目標位相に収束した
か否かが吸気カム角センサ３８の出力を利用して判定される（ステップ１０４）。
【００８３】
　その結果、位相が収束したと判定された場合には、学習を開始する前に、現時点での吸
入空気量および作用角指令値である空気量１および作用角１がそれぞれ取得および記憶さ
れる（ステップ１０６）。次いで、実圧縮比が高くなる方向に作用角を調整するために、
作用角を所定量だけ縮小させる処理が実行される（ステップ１０８）。次いで、このステ
ップ１０８において作用角が調整された時点での空気量２が取得および記憶される（ステ
ップ１１０）。
【００８４】
　次に、上記ステップ１１０において取得された空気量２が、上記ステップ１０６におい
て取得された学習開始時の空気量１に所定のヒステリシスを加えた値よりも大きいか否か
が判定される（ステップ１１２）。その結果、本判定が成立した場合、すなわち、作用角
指令値の調整に伴って吸入空気量が増加するケース（上記図６に示すケース）である場合
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には、以下のステップ１１４～１２６の一連の処理が実行される。
【００８５】
　先ず、ステップ１１４では、作用角を所定量だけ更に縮小させる処理が実行される。次
いで、このステップ１１４において作用角が調整された時点での空気量および作用角（指
令値）が取得および記憶される（ステップ１１６）。
【００８６】
　次に、最新の２点の空気量についての変化量が所定値以下であるか否かが判定される（
ステップ１１８）。その結果、本ステップ１１８において最新の空気量変化量が上記所定
値よりも大きいと判定される間は、上記ステップ１１４以降の処理が繰り返し実行される
。一方、本ステップ１１８の判定が成立した場合、つまり、最新の空気量変化量が上記所
定値以下となったことで、現在の作用角での制御時の吸入空気量がピーク値（最大値）付
近にあると判断できる場合には、今回（最新）の空気量が最大空気量として記憶される（
ステップ１２０）。
【００８７】
　次に、作用角を所定量だけ更に縮小させる処理が実行される（ステップ１２２）。次い
で、このステップ１２２において作用角が調整された時点での空気量３および作用角（指
令値）３が取得および記憶される（ステップ１２４）。次いで、今回取得された空気量３
が上記ステップ１０６で取得された空気量１以下であるか否かが判定される（ステップ１
２６）。
【００８８】
　その結果、上記ステップ１２６における判定が不成立である場合、つまり、最大空気量
を通過した後の空気量３が未だ空気量１と等しい値に到達していない場合には、上記ステ
ップ１２２以降の処理が繰り返し実行される。一方、本ステップ１２６の判定が成立した
場合、つまり、空気量３が空気量１と等しい値に到達した場合には、次いで、作用角１と
作用角３とから等距離にある中間値として、吸入空気量が最大値を示す際のピーク作用角
、すなわち、上記最大作用角指令値が算出される（ステップ１２８）。
【００８９】
　次に、上記ステップ１２８において算出されたピーク作用角（最大作用角指令値）に基
づいて、吸気弁２４のバルブタイミング（作用角）のずれ量が算出される（ステップ１３
０）。ＥＣＵ４０には、作用角可変機構２８ａの基準特性（図３参照）における最大作用
角指令値が内燃機関１０の運転条件毎に記憶されている。本ステップ１３０では、上記ス
テップ１２８において算出された今回の検出特性における最大作用角指令値と、今回のル
ーチン起動時の運転条件に対応する基準特性における最大作用角指令値（ＥＣＵ記憶値）
との差が、バルブタイミングのずれ量として算出される。次いで、算出されたバルブタイ
ミングのずれ量が無くなるように、作用角指令値の補正が実行される（ステップ１３２）
。
【００９０】
　一方、上記ステップ１１２の判定が不成立である場合、すなわち、作用角指令値の調整
に伴って吸入空気量が減少するケース（上記図７に示すケース）である場合には、以下の
ステップ１３４～１４８の一連の処理が実行される。
【００９１】
　先ず、ステップ１３４では、作用角を所定量だけ更に縮小させる処理が実行される。次
いで、このステップ１３４において作用角が調整された時点での空気量および作用角（指
令値）が取得および記憶される（ステップ１３６）。
【００９２】
　次に、上記ステップ１３６において取得された空気量が所定の下限値１以下であるか否
かが判定される（ステップ１３８）。本ステップ１３８における下限値１は、本学習中に
スモークが発生しないようにするために運転条件毎に予め設定された値である。本ステッ
プ１３８において空気量が上記下限値１よりも大きいと判定される間は、上記ステップ１
３４以降の処理が繰り返し実行される。一方、本ステップ１３８の判定が成立した場合に
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は、今回の空気量および作用角（指令値）がそれぞれ空気量１および作用角１として記憶
される（ステップ１４０）。
【００９３】
　次に、これまでとは逆に作用角を所定量だけ拡大させる処理が実行される（ステップ１
４２）。次いで、このステップ１４２において作用角が調整された時点での空気量および
作用角（指令値）が取得および記憶される（ステップ１４４）。次いで、今回取得された
空気量が上記ステップ１０６で取得された空気量１以下であるか否かが判定される（ステ
ップ１４６）。
【００９４】
　その結果、上記ステップ１４６における判定が不成立である場合、つまり、作用角拡大
後の空気量が未だ空気量１と等しい値に到達していない場合には、上記ステップ１４２以
降の処理が繰り返し実行される。一方、本ステップ１４６の判定が成立した場合、つまり
、作用角拡大後の空気量が空気量１と等しい値に到達した場合には、今回の空気量に調整
した際の作用角（指令値）が作用角３として記憶される（ステップ１４８）。
【００９５】
　以上のステップ１３４～１４８の処理により作用角１と作用角３とが取得された場合に
おいても、上記ステップ１１４～１２６の処理が行われた場合と同様に、ピーク作用角（
最大作用角指令値）の算出（ステップ１２８）、吸気弁２４のバルブタイミング（作用角
）のずれ量の算出（ステップ１３０）、およびバルブタイミングのずれ量を無くすための
作用角指令値の補正（ステップ１３２）がそれぞれ実行される。
【００９６】
　以上説明した図８に示すルーチンによれば、作用角（指令値）を変化させていった際に
、吸入空気量のピーク値（最大値）であろうと判断した値に対して吸入空気量が所定量減
少した前後の２点の作用角指令値（作用角１および３）が取得される。そして、これらの
２点の作用角指令値から等距離にある中間値が最大作用角指令値として算出される。これ
により、作用角（指令値）の変化に対する吸入空気量の特性のピーク値（最大値）が示す
時の作用角指令値である最大作用角指令値を精度良く取得することが可能となる。そして
、この最大作用角指令値と基準特性とを比較して、バルブタイミングのずれ量の算出およ
びそのずれの補正が実行される。このため、本実施形態の手法によれば、作用角可変機構
２８ａによる吸気弁２４のバルブタイミング（閉じ時期）のずれを精度良く補正すること
が可能となる。
【００９７】
　また、吸入空気量は、位相可変機構２８ｂにより吸気カム３２の位相が制御されること
によっても変化する。以上説明した本実施形態の学習処理は、位相可変機構２８ｂにより
調整される吸気カム３２の位相を固定した状態で開始される。このため、位相可変機構２
８ｂの調整の影響を受けることなく、作用角可変機構２８ａによるバルブタイミングのず
れを精度良く補正することができる。
【００９８】
　更に、上記ルーチンによれば、本実施形態の学習処理は、位相可変機構２８ｂによる吸
気カム３２の目標位相（位相指令値）が学習用位相に設定された状態で開始される。この
学習用位相は、吸入空気量を最大とする値として設定された値である。このような学習用
位相を用いることで、作用角指令値の変化に対する吸入空気量の感度を高めることができ
、バルブタイミングずれの検出精度を高めることができる。
【００９９】
　また、上記ルーチンによれば、上記学習処理を開始する際に、先ず、実圧縮比が高くな
る方向に対して、吸気弁２４の作用角（指令値）の調整が実行される。これにより、学習
処理の実行時に不用意な作用角の調整により、圧縮端温度が低下し、白煙や失火が生ずる
のを防止することができる。
【０１００】
　また、上記ルーチンによれば、吸入空気量が下限値１以下の値とならないように、作用
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角（指令値）の調整範囲が制限される。これにより、スモークや失火の発生、およびドラ
イバビリティの悪化を防止することができる。
【０１０１】
　また、既述したように、本実施形態では、作用角（指令値）の変更により内燃機関１０
のトルクが変化しないように、燃料噴射量の補正が行われる。筒内に燃料を直接する噴射
するディーゼルエンジンである内燃機関１０では、吸気弁２４の作用角を変化させること
で吸入空気量が変化しても、燃料噴射量の調整によりトルクを独立して制御することがで
きる。従って、上記学習処理時に作用角が変更される際に、トルクが変化しないように燃
料噴射量を補正することで、上記学習処理の実行に伴って内燃機関１０のドライバビリテ
ィが悪化するのを防止することができる。
【０１０２】
　また、上記ルーチンによれば、上記学習処理は、内燃機関１０の定常運転時に実行され
る。このように、内燃機関１０の運転状態が安定した条件下で学習処理を実行することで
、バルブタイミングのずれを精度良く検出できるようになる。
【０１０３】
　尚、上述した実施の形態１においては、ＥＣＵ４０が、上記ステップ１０８、１１４、
１２２、１３４、および１４２の処理を実行することにより前記第１の発明における「作
用角制御手段」が、上記ステップ１０６、１１０、１１６、１２４、１３６、または１４
４の処理を実行することにより前記第１の発明における「空気量取得手段」が、上記ステ
ップ１０２～１１２、ステップ１１４～１２６（または１３４～１４８）、およびステッ
プ１２８の処理を実行することにより前記第１の発明における「推定手段」が、上記ステ
ップ１３０および１３２の処理を実行することにより前記第１の発明における「補正手段
」が、それぞれ実現されている。
　また、ＥＣＵ４０が、位相可変機構２８ｂを制御することにより前記第２の発明におけ
る「位相制御手段」が、上記ステップ１０２および１０４の処理を実行することにより前
記第２の発明における「位相固定制御手段」が、それぞれ実現されている。
　また、上記ステップ１０２における学習用位相が前記第３の発明における「固定値」に
相当している。
　また、ＥＣＵ４０が上記ステップ１２８の処理を実行することにより前記第５の発明に
おける「最大指令値算出手段」が実現されている。
　また、ＥＣＵ４０が上記ステップ１０６において作用角指令値を拡大ではなく縮小させ
ることにより前記第６の発明における「指令値変更手段」が実現されている。
　また、ＥＣＵ４０が上記ステップ１３４～１４０の処理を実行することにより前記第７
の発明における「指令値変化規制手段」が実現されている。
　また、ＥＣＵ４０が上記図８に示すルーチンの処理と並行して内燃機関１０のトルクが
変化しないように燃料噴射量を調整することにより、前記第９の発明における「噴射量調
整手段」が実現されている。
【０１０４】
実施の形態２．
　次に、図９乃至図１１を参照して、本発明の実施の形態２について説明する。
　本実施形態のシステムは、図１に示すハードウェア構成を用いて、ＥＣＵ４０に図８に
示すルーチンに代えて後述の図１１に示すルーチンを実行させることにより実現すること
ができるものである。
【０１０５】
　図９は、本発明の実施の形態２におけるバルブタイミングのずれ量の検出（学習）手法
を説明するためのタイミングチャートである。
　図９における作用角学習とは、上述した実施の形態１における作用角可変機構２８ａに
よるバルブタイミングのずれの学習手法と同様である。本実施形態では、このような作用
角学習を実行した後に、位相可変機構２８ｂのばらつきに起因する吸気弁２４のバルブタ
イミングのずれを補正するための位相学習を実行する点に特徴を有している。尚、ここで
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は、作用角学習の実行後に位相学習を実行するようにしているが、これらの学習の実行順
序はこれとは逆であってもよい。
【０１０６】
　本実施形態の位相学習についても、図９（Ａ）に示すように、エンジン回転数（および
トルク）が安定している定常運転時（例えば、アイドリング時）に実行される。また、位
相学習の実行時には、図９（Ｃ）に示すように、位相可変機構２８ｂへの位相指令値を変
化させる前に、作用角可変機構２８ａを用いて、現在の運転条件において吸入空気量をよ
り増加させる作用角（好適には最大となる作用角）となるように、吸気弁２４の作用角を
調整するようにしている。そして、本位相学習の実行中には、吸気弁２４の作用角が上記
作用角で保持されるように作用角可変機構２８ａを停止するようにした。
【０１０７】
　図１０は、吸気カム３２の回転位相の変化に対する吸入空気量の感度についての吸気弁
２４の作用角の影響を説明するための図である。図１０に示すように、吸気弁２４の作用
角が変化すると、位相の変化に対する吸入空気量の感度が変化する。具体的には、吸入空
気量が増加するように作用角が調整されると、位相の変化に対する吸入空気量の変化量が
大きくなる、すなわち、感度が高くなる。その結果、吸入空気量の絶対値が上昇すること
で、バルブタイミングずれの検出精度を高めることができる。吸気弁２４の作用角は、通
常、内燃機関１０の個々の運転条件において排気エミッションや燃費を考慮した適切な値
に設定されている。ここでは、そのような値に設定された状態から吸入空気量が増加する
（最大となる）作用角が得られるように、吸気弁２４の作用角の調整（図９に示すケース
では、作用角の拡大）が実行される。
【０１０８】
　また、本実施形態では、位相学習を開始する際には、図９（Ｂ）に示すように、先ず、
吸入空気量が増加する方向に、吸気カム３２の位相（指令値）を所定量だけ動かすように
している。これは、作用角学習に行う際に、先ず実圧縮比が高くなる方向に作用角（指令
値）を所定量だけ動かす場合と同様の考え方に基づくものであり、不用意に位相を動かす
ことによって、圧縮端温度の低下による白煙や失火の発生を防止するためである。また、
このような位相指令値の変更により内燃機関１０のトルクが変化しないように、位相学習
時においても、燃料噴射量の補正を行うようにしている。
【０１０９】
　また、位相学習時において、位相指令値を変化させた際に吸入空気量が最大値を示す時
の最大位相指令値の取得手法、その最大位相指令値に基づいたバルブタイミング（位相）
のずれ量の算出手法、およびバルブタイミングのずれの補正手法については、作用角学習
時と同様である。それらの手法の詳細については、以下の図１１に示すルーチンを参照し
て説明を行う。以上のような位相学習を行うことにより、吸気カム３２の位相（吸気弁２
４のバルブタイミング）を狙いの値に補正することができる。
【０１１０】
［実施の形態２における具体的処理］
　図１１は、以上説明した位相可変機構２８ｂのバルブタイミングずれの補正手法を実現
するために、本実施の形態２においてＥＣＵ４０が実行するルーチンのフローチャートで
ある。
　図１１に示すルーチンでは、上記ステップ１００と同様の処理により、先ず、位相可変
機構２８ｂによるバルブタイミングずれの補正を実行する所定の実行条件が成立したか否
かが判定される（ステップ２００）。
【０１１１】
　上記実行条件が成立した場合には、作用角可変機構２８ａによる吸気弁２４の目標作用
角（作用角指令値）に、学習用作用角が設定される（ステップ２０２）。この学習用作用
角は、上記実行条件が成立した時の運転条件において吸入空気量を最大とする値として、
内燃機関１０の運転条件毎に設定された値である。この場合、作用角可変機構２８ａは、
上記学習用作用角を実現するために制御される。次いで、吸気弁２４の作用角が上記目標
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作用角に収束したか否かが判定される（ステップ２０４）。本ステップ２０４の判定は、
例えば、作用角可変機構２８ａが備える制御軸２８ａ１の回転位置検知センサ（図示省略
）の出力を利用して実行することができる。
【０１１２】
　その結果、作用角が収束したと判定された場合には、位相学習を開始する前に、現時点
での吸入空気量および位相指令値である空気量１および位相１がそれぞれ取得および記憶
される（ステップ２０６）。次いで、吸入空気量が高くなる方向に位相を調整するために
、ここでは、位相を所定量だけ遅角させる処理が実行される（ステップ２０８）。次いで
、このステップ２０８において位相が調整された時点での空気量２が取得および記憶され
る（ステップ２１０）。
【０１１３】
　次に、上記ステップ２００において取得された空気量２が、上記ステップ２０６におい
て取得された学習開始時の空気量１に所定のヒステリシスを加えた値よりも大きいか否か
が判定される（ステップ２１２）。その結果、本判定が成立した場合、すなわち、位相指
令値の調整に伴って吸入空気量が増加するケース（上記図６に示すケースと同様のケース
）である場合には、以下のステップ２１４～２２６の一連の処理が実行される。
【０１１４】
　先ず、ステップ２１４では、位相を所定量だけ更に遅角させる処理が実行される。次い
で、このステップ２１４において位相が調整された時点での空気量および位相（指令値）
が取得および記憶される（ステップ２１６）。
【０１１５】
　次に、最新の２点の空気量についての変化量が所定値以下であるか否かが判定される（
ステップ２１８）。その結果、本ステップ２１８において最新の空気量変化量が上記所定
値よりも大きいと判定される間は、上記ステップ２１４以降の処理が繰り返し実行される
。一方、本ステップ２１８の判定が成立した場合、つまり、最新の空気量変化量が上記所
定値以下となったことで、現在の位相での制御時の吸入空気量がピーク値（最大値）付近
にあると判断できる場合には、今回（最新）の空気量が最大空気量として記憶される（ス
テップ２２０）。
【０１１６】
　次に、位相を所定量だけ更に遅角させる処理が実行される（ステップ２２２）。次いで
、このステップ２２２において位相が調整された時点での空気量３および位相（指令値）
３が取得および記憶される（ステップ２２４）。次いで、今回取得された空気量３が上記
ステップ２０６で取得された空気量１以下であるか否かが判定される（ステップ２２６）
。
【０１１７】
　その結果、上記ステップ２２６における判定が不成立である場合、つまり、最大空気量
を通過した後の空気量３が未だ空気量１と等しい値に到達していない場合には、上記ステ
ップ２２２以降の処理が繰り返し実行される。一方、本ステップ２２６の判定が成立した
場合、つまり、空気量３が空気量１と等しい値に到達した場合には、次いで、作用角１と
作用角３とから等距離にある中間値として、吸入空気量が最大値を示す際のピーク位相、
すなわち、上記最大位相指令値が算出される（ステップ２２８）。
【０１１８】
　次に、上記ステップ２２８において算出されたピーク位相（最大位相指令値）に基づい
て、吸気弁２４のバルブタイミング（吸気カム３２の位相）のずれ量が算出される（ステ
ップ２３０）。ＥＣＵ４０には、位相可変機構２８ｂの基準特性（図３の横軸を作用角か
ら位相に置き換えて得た図の関係）における最大位相指令値が内燃機関１０の運転条件毎
に記憶されている。本ステップ２３０では、上記ステップ２２８において算出された今回
の検出特性における最大位相指令値と、今回のルーチン起動時の運転条件に対応する基準
特性における最大位相指令値（ＥＣＵ記憶値）との差が、バルブタイミングのずれ量とし
て算出される。次いで、算出されたバルブタイミングのずれ量が無くなるように、位相指
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令値の補正が実行される（ステップ２３２）。
【０１１９】
　一方、上記ステップ２１２の判定が不成立である場合、すなわち、位相指令値の調整に
伴って吸入空気量が減少するケース（上記図７に示すケースと同様のケース）である場合
には、以下のステップ２３４～２４８の一連の処理が実行される。
【０１２０】
　先ず、ステップ２３４では、位相を所定量だけ更に遅角させる処理が実行される。次い
で、このステップ２３４において位相が調整された時点での空気量および位相（指令値）
が取得および記憶される（ステップ２３６）。
【０１２１】
　次に、上記ステップ２３６において取得された空気量が所定の下限値１以下であるか否
かが判定される（ステップ２３８）。本ステップ２３８における下限値１は、上記ステッ
プ１３８と同様に、本学習中にスモークが発生しないようにするために運転条件毎に予め
設定された値である。本ステップ２３８において空気量が上記下限値１よりも大きいと判
定される間は、上記ステップ２３４以降の処理が繰り返し実行される。一方、本ステップ
２３８の判定が成立した場合には、今回の空気量および位相（指令値）がそれぞれ空気量
１および位相１として記憶される（ステップ２４０）。
【０１２２】
　次に、これまでとは逆に位相を所定量だけ進角させる処理が実行される（ステップ２４
２）。次いで、このステップ２４２において位相が調整された時点での空気量および位相
（指令値）が取得および記憶される（ステップ２４４）。次いで、今回取得された空気量
が上記ステップ２０６で取得された空気量１以下であるか否かが判定される（ステップ２
４６）。
【０１２３】
　その結果、上記ステップ２４６における判定が不成立である場合、つまり、位相の進角
後の空気量が未だ空気量１と等しい値に到達していない場合には、上記ステップ２４２以
降の処理が繰り返し実行される。一方、本ステップ２４６の判定が成立した場合、つまり
、位相の進角後の空気量が空気量１と等しい値に到達した場合には、今回の空気量に調整
した際の位相（指令値）が位相３として記憶される（ステップ２４８）。
【０１２４】
　以上のステップ２３４～２４８の処理により位相１と位相３とが取得された場合におい
ても、上記ステップ２１４～２２６の処理が行われた場合と同様に、ピーク位相（最大位
相指令値）の算出（ステップ２２８）、吸気弁２４のバルブタイミング（吸気カム３２の
位相）のずれ量の算出（ステップ２３０）、およびバルブタイミングのずれ量を無くすた
めの位相指令値の補正（ステップ２３２）がそれぞれ実行される。
【０１２５】
　以上説明した図１１に示すルーチンによれば、位相（指令値）を変化させていった際に
、吸入空気量のピーク値（最大値）であろうと判断した値に対して吸入空気量が所定量減
少した前後の２点の位相指令値（位相１および３）が取得される。そして、これらの２点
の位相指令値から等距離にある中間値が最大位相指令値として算出される。これにより、
位相（指令値）の変化に対する吸入空気量の特性のピーク値（最大値）が示す時の位相指
令値である最大位相指令値を精度良く取得することが可能となる。そして、この最大位相
指令値と基準特性とを比較して、バルブタイミングのずれ量の算出およびそのずれの補正
が実行される。このため、本実施形態の手法によれば、位相可変機構２８ｂによる吸気弁
２４のバルブタイミングのずれを精度良く補正することが可能となる。また、このような
位相可変機構２８ｂによるバルブタイミングずれの補正処理を、作用角可変機構２８ａに
よるバルブタイミングずれの補正処理に加えて実行することで、吸気可変動弁装置２８の
全体としてのバルブタイミングずれの補正の精度を高めることができる。
【０１２６】
　また、吸入空気量は、実施の形態１において既述したように、作用角可変機構２８ａに
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より吸気弁２４の作用角が制御されることによっても変化する。以上説明した本実施形態
の位相学習処理は、作用角可変機構２８ａにより調整される吸気弁２４の作用角を固定し
た状態で開始される。このため、作用角可変機構２８ａの調整の影響を受けることなく、
位相可変機構２８ｂによるバルブタイミングのずれを精度良く補正することができる。
【０１２７】
　更に、上記ルーチンによれば、本実施形態の位相学習処理は、作用角可変機構２８ａに
よる吸気弁２４の目標作用角（作用角指令値）が学習用作用角に設定された状態で開始さ
れる。この学習用作用角は、吸入空気量を最大とする値として設定された値である。この
ような学習用作用角を用いることで、位相指令値の変化に対する吸入空気量の感度を高め
ることができ、バルブタイミングずれの検出精度を高めることができる。
【０１２８】
　また、上記ルーチンによれば、上記位相学習処理を開始する際に、先ず、吸入空気量が
高くなる方向に対して、吸気カム３２の位相（指令値）の調整が実行される。これにより
、位相学習処理の実行時に不用意な位相の調整により、圧縮端温度が低下し、白煙や失火
が生ずるのを防止することができる。
【０１２９】
　また、上記ルーチンによれば、吸入空気量が下限値１以下の値とならないように、位相
（指令値）の調整範囲が制限される。これにより、スモークや失火の発生、およびドライ
バビリティの悪化を防止することができる。
【０１３０】
　また、既述したように、本実施形態では、位相（指令値）の変更により内燃機関１０の
トルクが変化しないように、燃料噴射量の補正が行われる。これにより、上記位相学習処
理の実行に伴って内燃機関１０のドライバビリティが悪化するのを防止することができる
。
【０１３１】
　また、上記ルーチンによれば、上記位相学習処理は、内燃機関１０の定常運転時に実行
される。このように、内燃機関１０の運転状態が安定した条件下で位相学習処理を実行す
ることで、バルブタイミングのずれを精度良く検出できるようになる。
【０１３２】
　尚、上述した実施の形態２においては、ＥＣＵ４０が、上記ステップ２０２～２１２、
ステップ２１４～２２６（または２３４～２４８）、およびステップ２２８の処理を実行
することにより前記第８の発明における「第２推定手段」および第１３の発明における「
推定手段」が、上記ステップ２３０および２３２の処理を実行することにより前記第８の
発明における「第２補正手段」および前記第１３の発明における「補正手段」が、上記ス
テップ２０２および２０４の処理を実行することにより前記第８または前記第１４の発明
における「作用角固定制御手段」が、それぞれ実現されている。
　また、ＥＣＵ４０が上記図１１に示すルーチンの処理と並行して内燃機関１０のトルク
が変化しないように燃料噴射量を調整することにより、前記第１０の発明における「第２
噴射量調整手段」および前記第２１の発明における「噴射量調整手段」がそれぞれ実現さ
れている。
　また、ＥＣＵ４０が、上記ステップ２０８、２１４、２２２、２３４、および２４２の
処理を実行することにより前記第１３の発明における「位相制御手段」が、上記ステップ
２０６、２１０、２１６、２２４、２３６、または２４４の処理を実行することにより前
記第１３の発明における「空気量取得手段」が、それぞれ実現されている。
　また、ＥＣＵ４０が作用角可変機構２８ａを制御することにより、前記第１４の発明に
おける「作用角制御手段」が実現されている。
　また、上記ステップ２０２における学習用位相が前記第１５の発明における「固定値」
に相当している。
　また、ＥＣＵ４０が上記ステップ２２８の処理を実行することにより前記第１７の発明
における「最大指令値算出手段」が実現されている。
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　また、ＥＣＵ４０が上記ステップ２０６において位相指令値を進角ではなく遅角させる
ことにより前記第１８の発明における「指令値変更手段」が実現されている。
　また、ＥＣＵ４０が上記ステップ２３４～２４０の処理を実行することにより前記第１
９の発明における「指令値変化規制手段」が実現されている。
【０１３３】
　ところで、上述した実施の形態１または２においては、作用角指令値（または位相指令
値）を変化させていった際に吸入空気量のピーク値（最大値）であろうと判断した値に対
して吸入空気量が所定量減少した前後の２点の作用角指令値（または位相指令値）に基づ
いて、最大作用角指令値（または最大位相指令値）を算出（推定）するようにしている。
しかしながら、本発明において、少なくとも２点の作用角指令値（または位相指令値）に
基づいて最大作用角指令値（または最大位相指令値）を推定する手法は、上記の手法に限
定されるものではなく、例えば、以下のような手法であってもよい。尚、以下、作用角可
変機構についてのバルブタイミングのずれの補正を例に挙げて説明するが、位相可変機構
についてのバルブタイミングのずれの補正についても同様の考え方で行うことができる。
【０１３４】
　すなわち、本発明は、２点の作用角指令値のそれぞれに基づく吸気弁の作用角の制御時
の吸入空気量の２点の取得値に基づいて、最大作用角指令値を推定する手法であってもよ
い。より具体的には、上記２点の作用角指令値の変化量と、そのような作用角指令値の変
化に伴う吸入空気量の変化量との関係で、上記２点の作用角指令値のうちの何れか１点の
作用角指令値と基準特性における最大作用角指令値とのずれ量を定めたマップ（図示省略
）を予め実験等により取得しておくようにする。そして、作用角学習時にそのようなマッ
プを参照して、上記２点の作用角指令値の変化量と吸入空気量の変化量とから上記ずれ量
を算出するようにする。
【０１３５】
　また、作用角指令値の変化量の符号と、吸入空気量の変化量の符号（吸入空気量が増加
したか減少したかを示す情報）とに基づいて、上記２点の作用角指令値が今回の検出特性
の最大作用角指令値に対して上記図３の左右のどちら側に位置しているのかを判定するよ
うにする。例えば、作用角が小さくなる方向に作用角指令値を変化された場合において、
吸入空気量の変化量の符号が正となる場合（すなわち、作用角指令値の変化に応じて吸入
空気量が増加した場合）には、上記２点の作用角指令値が今回の検出特性の最大作用角指
令値に対して、上記図３の右側に位置していることを把握することができる。
【０１３６】
　以上のような手法によれば、２点の作用角指令値のそれぞれに基づく吸気弁の作用角の
制御時の吸入空気量の２点の取得値に基づいて、最大作用角指令値を推定することができ
る。また、このような手法によれば、少ないデータ点数で、かつ小さな作用角指令値の変
化量で、最大作用角指令値の簡易的な推定が可能となる。これにより、短時間にバルブタ
イミングのずれ量の学習を行えるようになり、また、学習のための作用角の変更に伴う排
気音や燃焼音の変化を最小限に抑制することもできる。
【符号の説明】
【０１３７】
１０　内燃機関
１２　ピストン
１４　燃焼室
１６　吸気通路
１８　排気通路
２０　エアフローメータ
２２　燃料噴射弁
２４　吸気弁
２６　排気弁
２８　吸気可変動弁装置
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２８ａ　作用角可変機構
２８ａ１　制御軸
２８ｂ　位相可変機構
３０　クランクシャフト
３２　吸気カム
３４　クランク角センサ
３６　吸気カムシャフト
３８　吸気カム角センサ
４０　ＥＣＵ(Electronic Control Unit)

【図１】

【図２】

【図３】
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